
Ⅲ 調 査 結 果 の 分 析

１ 集計事業所、労働者の構成

(1) 集計事業所数

集計対象となった事業所は1,723事業所で、このうち中小企業は1,321事業所

（76.7％ 、大企業は402事業所（23.3％）となっている （第２表）） 。

また、集計事業所の労働組合組織状況は、労働組合「有」の割合が22.5％ 「無」の、

割合が77.5％となっている。規模別にみると、労働組合「有」の割合が中小企業は

10.2％、大企業は62.9％と大企業の方が高くなっている （第３表）。

第２表 産業別・規模別集計事業所数内訳

注： ）内は全体に占める割合（

第３表 労働組合組織状況

  単位：事業所

計 組合有 組合無 計 組合有 組合無 計 組合有 組合無

事業所数 1,723 388 1,335 1,321 135 1,186 402 253 149

割合（％）(100.0) (22.5) (77.5) (100.0) (10.2) (89.8) (100.0) (62.9) (37.1)
産業計

大　企　業規　模　計 中 小 企 業
区 分

   単位：事業所

区    分

 産  業  計 1,723 ( 100.0 %) 1,321 (76.7) 402 (23.3)

　建　設　業 337 ( 19.6 %) 321 16
　製　造　業 372 ( 21.6 %) 355 17
　情報通信業 15 ( 0.9 %) 9 6
　運輸業，郵便業 104 ( 6.0 %) 89 15
　卸売業，小売業 407 ( 23.6 %) 263 144
　金融業，保険業 97 ( 5.6 %) 18 79
　宿泊業，飲食サービス業 36 ( 2.1 %) 30 6
　生活関連サービス業，娯楽業 40 ( 2.3 %) 22 18
　医療，福祉 183 ( 10.6 %) 123 60
　複合サービス事業 31 ( 1.8 %) 9 22
　サービス業 101 ( 5.9 %) 82 19

規  模  計 中 小 企 業 大  企  業



(2) 集計労働者数

ア 男女別・産業別構成

集計対象となった一般労働者数（以下「集計労働者」という）は28,567人で、男性

が19,679人（68.9％ 、女性が8,888人（31.1％）となっている。産業別構成比を男女）

計でみると「製造業」22.6％ 「建設業」21.2％ 「卸売業，小売業」17.6％などの順、 、

になっている （第４表）。

第４表 集計労働者の男女別・産業別構成

イ 規模別構成

集計労働者の構成を規模別にみると、中小企業が21,544人(75.4％)､大企業が7,023

人(24.6％）となっている。産業別にみると 「建設業 「製造業」で中小企業の割合、 」、

がそれぞれ93.9％、92.9％と高く 「金融業，保険業 「複合サービス事業」で大企業、 」、

の割合がそれぞれ79.5％、73.2％と高くなっている （第５表）。

第５表 集計労働者の規模別構成

集 計 数 男　性 女　性
人 ％ 人 人 ％ ％

産　 業 　計 28,567 100.0 19,679 8,888 68.9 31.1
　建　設　業 6,069 21.2 5,335 734 87.9 12.1
　製　造　業 6,454 22.6 4,482 1,972 69.4 30.6
　情報通信業 315 1.1 243 72 77.1 22.9
　運輸業，郵便業 1,987 7.0 1,794 193 90.3 9.7
　卸売業，小売業 5,031 17.6 3,550 1,481 70.6 29.4
　金融業，保険業 1,429 5.0 829 600 58.0 42.0
　宿泊業，飲食サービス業 446 1.6 259 187 58.1 41.9
　生活関連サービス業，娯楽業 588 2.1 362 226 61.6 38.4
　医療，福祉 3,738 13.1 913 2,825 24.4 75.6
　複合サービス事業 725 2.5 474 251 65.4 34.6
　サービス業 1,785 6.2 1,438 347 80.6 19.4

男女別構成比
区　　　分 男　性 女　性

計

構 成 比

集計数 構成比 集計数 構成比
人 ％ 人 ％

 産  業  計 21,544 75.4 7,023 24.6
　建　設　業 5,700 93.9 369 6.1
　製　造　業 5,997 92.9 457 7.1
　情報通信業 153 48.6 162 51.4
　運輸業，郵便業 1,645 82.8 342 17.2
　卸売業，小売業 3,228 64.2 1,803 35.8
　金融業，保険業 293 20.5 1,136 79.5
　宿泊業，飲食サービス業 349 78.3 97 21.7
　生活関連サービス業，娯楽業 340 57.8 248 42.2
　医療，福祉 2,235 59.8 1,503 40.2
　複合サービス事業 194 26.8 531 73.2
　サービス業 1,410 79.0 375 21.0

中 小 企 業 大  企  業区　　分



ウ 年齢別構成

集計労働者の平均年齢は、全労働者平均で41.8歳(男性42.5歳、女性40.3歳)となっ

ている。規模別にみると中小企業が42.6歳（男性43.1歳、女性41.4歳）、大企業が39.4歳

（男性40.4歳、女性37.9歳）となっており、中小企業の方が大企業よりも高くなって

いる。

集計労働者の年齢別構成をみると、中小企業では男性が50歳代、女性は40歳代が、

大企業では男性が30歳代、女性は20歳代の割合が高くなっている （第１図）。

第１図 集計労働者の年齢別構成

エ 勤続年数

集計労働者の平均勤続年数は12.2年（男性13.0年、女性10.4年）となっている。規模

別にみると、大企業（12.6年）の方が中小企業（12.1年）よりも0.5年長くなっている。

産業別にみると 「金融業，保険業」が14.8年と最も長く 「生活関連サービス業，娯、 、

楽業」が7.7年と最も短くなっている （第６表）。

第６表 集計労働者の平均勤続年数
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女性2,640人

男性 4, 383人

計 男 女 計 男 女 計 男 女

 産  業  計 12.2 13.0 10.4 12.1 12.5 10.7 12.6 14.3 9.9
　建　設　業 13.5 13.5 13.4 13.2 13.1 13.3 19.1 19.4 15.7
　製　造　業 13.0 13.1 12.6 12.9 13.0 12.6 14.4 14.6 13.3
　情報通信業 10.3 11.2 7.5 9.8 9.8 9.7 10.7 12.5 6.5
　運輸業，郵便業 11.9 12.0 11.6 11.3 11.3 11.8 14.8 15.4 10.9
　卸売業，小売業 12.7 13.7 10.3 12.5 13.5 10.3 13.1 14.1 10.2
　金融業，保険業 14.8 16.9 11.9 15.4 18.6 8.8 14.6 16.4 12.5
　宿泊業，飲食サービス業 8.5 9.5 7.4 8.1 8.8 7.1 10.2 11.2 8.2
　生活関連サービス業，娯楽業 7.7 8.4 6.4 7.4 8.2 6.3 8.0 8.7 6.7
　医療，福祉 8.4 7.8 8.6 8.7 7.7 8.9 8.0 7.8 8.1
　複合サービス事業 14.7 15.6 12.9 12.1 11.5 13.8 15.7 17.5 12.8
　サービス業 11.1 11.7 8.3 10.6 11.2 8.1 12.7 13.6 8.9

単位：年

区　　分
規  模  計 中 小 企 業 大  企  業



障害者雇用(3)

障害者を雇用している事業所は、中小企業207事業所、大企業103事業所で、これら

は全体（中小企業1,321事業所、大企業402事業所）のそれぞれ15.7％、25.6％となっ

ている。障害者雇用割合の高い産業は、中小企業は「複合サービス事業」で33.3％、

「医療，福祉」で26.0％であり、大企業は「製造業」で76.5％ 「複合サービス事業」、

で45.5％となっている （第７表）。

常用労働者73,538人のうち障害者は中小企業で354人、大企業で208人で、これらは

全体（中小企業48,095人、大企業25,443人）のそれぞれ0.7％、0.8％となっている。

（第８表）

第７表 産業別・規模別障害者雇用事業所数内訳

第８表 産業別・規模別障害者の雇用状況

注１：第８表中の常用労働者とは、調査事業所に雇用される全ての常用労働者数を計上しているため、本

調査の集計対象となった調査労働者数（33,958人）以外も含む。

注２：割合については単純計算であり、障害者の法定雇用率とは一致しない。

規 模 計
常    用
労働者数

常    用
労働者数

うち
障害者数 割合 常    用

労働者数
うち
障害者数 割合

人 人 人 ％ 人 人 ％
 産  業  計 73,538 48,095 354 0.7 25,443 208 0.8
　建　設　業 10,062 9,027 33 0.4 1,035 4 0.4
　製　造　業 19,645 17,001 180 1.1 2,644 31 1.2
　情報通信業 887 316 - - 571 4 0.7
　運輸業，郵便業 4,725 3,592 14 0.4 1,133 5 0.4
　卸売業，小売業 14,448 6,440 26 0.4 8,008 70 0.9
　金融業，保険業 2,329 530 6 1.1 1,799 6 0.3
　宿泊業，飲食サービス業 1,487 989 4 0.4 498 2 0.4
　生活関連サービス業，娯楽業 1,333 706 1 0.1 627 - -
　医療，福祉 12,383 6,036 54 0.9 6,347 53 0.8
　複合サービス事業 1,747 355 3 0.8 1,392 23 1.7
　サービス業 4,492 3,103 33 1.1 1,389 10 0.7

中 　小 　企 　業
区　　分

大 　 企 　 業

              単位：事業所

規 模 計

事業所数 事業所数 雇用事業所数 割合 事業所数 雇用事業所数 割合
％ ％

 産  業  計 1,723 1,321 207 15.7 402 103 25.6

　建　設　業 337 321 24 7.5 16 3 18.8
　製　造　業 372 355 92 25.9 17 13 76.5
　情報通信業 15 9 - - 6 2 33.3
　運輸業，郵便業 104 89 9 10.1 15 3 20.0
　卸売業，小売業 407 263 22 8.4 144 37 25.7
　金融業，保険業 97 18 4 22.2 79 3 3.8
　宿泊業，飲食サービス業 36 30 2 6.7 6 1 16.7
　生活関連サービス業，娯楽業 40 22 1 4.5 18 - -
　医療，福祉 183 123 32 26.0 60 27 45.0
　複合サービス事業 31 9 3 33.3 22 10 45.5
　サービス業 101 82 18 22.0 19 4 21.1

中 小 企 業 大  企  業
区    分



２ 所 定 内 賃 金

(1) 所定内賃金の概況

所定内賃金は251,968円で、前年に比べ額で1,006円減少している。男女別にみると、男性

が273,754円で前年に比べ額で1,706円、率で0.6％の減少、女性が203,732円で額で302

円、率で0.1％の減少となっている。男女間格差（男性の所定内賃金を100とした場合

の女性の所定内賃金）は74.4となっている （第９表）。

第 ９表 所定内賃金

第２図 所定内賃金及び対前年比の年次別推移（産業計、規模計）

(2) 規模別所定内賃金

所定内賃金を規模別にみると、中小企業が243,610円、大企業が277,609円で、規模間

格差（大企業の男女計所定内賃金を100とした場合の中小企業の男女計所定内賃金）は

87.8となっている （第10表）。

第10表 規模別所定内賃金

21年 20年

円 円 円 ％
 合　  計 251,968 252,974 ▲ 1,006 ▲ 0.4 － －
男  性 273,754 275,460 ▲ 1,706 ▲ 0.6 100.0   100.0   
女  性 203,732 204,034 ▲ 302 ▲ 0.1 74.4    74.1

区　　　分
男女間格差対前年

上昇額
対前年
上昇率20年21年

21年 20年 対前年
上昇額

対前年
上昇率 21年 20年 対前年

上昇額
対前年
上昇率

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

 合　　計 243,610 246,155 ▲ 2,545 ▲ 1.0 277,609 276,930 679 0.2
男  性 263,840 267,725 ▲ 3,885 ▲ 1.5 308,348 306,114 2,234 0.7
女  性 194,081 195,133 ▲ 1,052 ▲ 0.5 226,576 228,691 ▲ 2,115 ▲ 0.9

区　　　分
中  小  企  業 大   企   業
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(3) 産業別所定内賃金

所定内賃金を産業別にみると、最も高いのは中小企業が「金融業，保険業 、大企業」

が「建設業」となっている。最も低いのは、中小企業が「宿泊業，飲食サービス業 、」

大企業が「運輸業，郵便業」となっている （第11表）。

第11表 産業別所定内賃金

第３図 産業間格差の状況（産業計＝100)

区　　分 規 模 計 中小企業 大 企 業

円 円 円

 産  業  計 251,968 243,610 277,609

　建　設　業 273,701 267,592 368,083
　製　造　業 235,228 231,361 285,976
　情報通信業 290,643 267,759 312,255
　運輸業，郵便業 231,323 230,798 233,844
　卸売業，小売業 252,371 245,499 264,674
　金融業，保険業 325,000 284,613 335,416
　宿泊業，飲食サービス業 220,144 211,154 252,487
　生活関連サービス業，娯楽業 245,440 234,262 260,763
　医療，福祉 236,560 231,177 244,563
　複合サービス事業 248,340 237,395 252,338
　サービス業 238,995 229,076 276,288
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(4) 男女別所定内賃金

男性の所定内賃金を100とした場合の女性の所定内賃金の割合は、規模計では74.4

（男性273,754円、女性203,732円）となっている。規模別にみると、中小企業で73.6、

大企業で73.5であり、産業別にみると、男女間格差が最も小さいのは、中小企業、大

企業ともに「医療，福祉」で、逆に最も格差が大きいのは、中小企業，大企業ともに

「金融業，保険業」となっている （第12表、第４図）。

第12表 男 女 別 所 定 内 賃 金

第４図 男女間格差の年次別推移
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所定内
賃　金 年齢

勤続
年数
所定内
賃　金

歳 年 円 歳 年 円 歳 年 円 歳 年 円

産　 業 　計 43.1 12.5 263,840 41.4 10.7 194,081 73.6 40.4 14.3 308,348 37.9 9.9 226,576 73.5

　建　設　業 44.1 13.1 277,619 43.7 13.3 195,380 70.4 44.1 19.4 383,613 39.2 15.7 236,678 61.7

　製　造　業 41.8 13.0 258,478 42.9 12.6 172,845 66.9 39.7 14.6 300,552 40.3 13.3 209,300 69.6

　情報通信業 35.7 9.8 276,242 34.3 9.7 222,164 80.4 36.9 12.5 351,463 31.3 6.5 219,137 62.3

　運輸業，郵便業 46.1 11.3 235,809 43.1 11.8 182,295 77.3 43.1 15.4 240,876 36.1 10.9 179,215 74.4

　卸売業，小売業 41.9 13.5 271,413 40.0 10.3 190,515 70.2 39.3 14.1 288,010 36.3 10.2 193,882 67.3

　金融業，保険業 43.8 18.6 324,168 33.9 8.8 203,441 62.8 40.9 16.4 405,349 36.6 12.5 247,725 61.1

　宿泊業，飲食サービス業 43.8 8.8 246,653 37.9 7.1 166,723 67.6 39.7 11.2 275,888 34.1 8.2 204,953 74.3

　生活関連サービス業，娯楽業 39.3 8.2 263,523 43.3 6.3 191,950 72.8 36.2 8.7 293,828 35.1 6.7 199,574 67.9

　医療，福祉 38.6 7.7 252,259 39.7 8.9 225,025 89.2 37.2 7.8 255,168 39.2 8.1 240,611 94.3

　複合サービス事業 43.9 11.5 249,344 44.1 13.8 200,023 80.2 41.7 17.5 277,118 39.2 12.8 212,616 76.7

　サービス業 44.7 11.2 242,774 43.5 8.1 172,543 71.1 44.5 13.6 296,201 40.6 8.9 192,490 65.0

区　分

中　小　企　業

格差

女　　　性男　　　性

大　　企　　業

男　　　性 女　　　性

格差



［参 考］

賃金階級別に労働者の分布をみると、男性は幅広く分散したなだらかな山型の分布とな

っている。

一方、女性では14～20万円台に集中している山型の分布となっている （第５図）。

第５図 賃金総額階級別労働者構成（産業計、規模計）
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